様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2023年　12月　25日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）えいむ 　   
一般事業主の氏名又は名称　 株式会社　エイム       
（ふりがな）  こやましんご     
（法人の場合）代表者の氏名 代表取締役　小山慎吾   印   
住所　〒198-0023　東京都青梅市今井3-5-14

法人番号　3013101003462　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社エイム　「DX戦略書」


	公表日
	　　　　2023年　12月　6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：自社ホームページに掲載
公表HP：https://aimcorp.co.jp/kaisyaannnai/
PDF：https://aimcorp.co.jp/site/wp-content/uploads/2023/12/DXdeclaration.pdf
記載箇所：「１．DX取組み宣言」「２．経営理念、経営ビジョン」

	記載内容抜粋
	＜経営ビジョン＞
「私たちは、デジタル技術の力を借りながら長年培った溶接技術を生かしお客様の要望に「より以上に」応え続けるとともに、世界中の人々の健康増進に役立つ「水素浴カプセル」を、協力会社とデジタルネットワークで効率的に協働しながら、開発・製造し、国内外に広く展開していきます。
　これにより、令和恐慌に勝ち残り、ありがとうの溢れる会社になります。
＜目指すべきビジネスモデル＞
今、水素カプセルは海外市場も開け、アメリカ・オーストラリアからの強いニーズも寄せられているなかEUのCEマークを取得し、FDA認証を申請中であり、さらなる海外展開を図ろうとしています。より多くのニーズに的確に応えていくためには、ロボット技術やセンサー等のデジタル技術を効果的に用いて生産効率を高めることが極めて重要です。また、飛躍的に生産効率を向上させるためには、自社だけでなく協力会社との協働も欠かせません。デジタル技術を協力会社とともに活かせるデジタル・ネットワーク協業体制を構築し、協力会社とともに世界に向けて羽ばたいていきたい。これがわが社のDXの取組みの方向性です。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年11月15日開催の取締役会にて、「DX戦略書」の内容を承認した。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社エイム　「DX戦略書」


	公表日
	　　　　2023年　12月　6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：自社ホームページに掲載
公表HP：https://aimcorp.co.jp/kaisyaannnai/
PDF：https://aimcorp.co.jp/site/wp-content/uploads/2023/12/DXdeclaration.pdf
記載箇所：３．DX戦略

	記載内容抜粋
	当社は、経営ビジョン及びビジネスモデルを実現するために以下のDX戦略を立案し、PDCAサイクルを回しながらDXを推進します。
戦略①溶接工程のデジタル化の推進によるカプセル生産能力の向上
1)溶接工程にIoTを導入して溶接条件である電流、送り速度、入熱量等の数値化を進め、データにもとづく判断によりロボットで担える範囲を効果的に拡大し、生産能力を向上させる。
2)技術者の育成：ベテラン技術者のノウハウを若手に伝承するために、動画教育プログラム等のデジタルツールを積極的に活用する。
戦略②受発注管理の自動化の推進
自社開発の生産管理システム「 SIMS※」に、カプセル自動発注機能、在庫管理機能、品質管理機能を追加開発することでカプセルの受発注管理の自動化を推進する。
※  SIMS：Smart Industrial Management System の略。当社オリジナルのシステムで、受注から生産工程管理、納品請求まで一貫して管理できるシステム。
戦略③協力工場とのデジタルネットワークによる効率的な協働
「SIMS」や「発注ウェブサービス」の導入を協力会社に推進し、協力会社を含めた電子調達のデジタルネットワークを拡充することで、Win＆Winの発展を目指す。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年11月15日開催の取締役会にて、「DX戦略書」の内容を承認した。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表HP：https://aimcorp.co.jp/kaisyaannnai/
PDF：https://aimcorp.co.jp/site/wp-content/uploads/2023/12/DXdeclaration.pdf
記載箇所：４．ＤＸ推進体制、デジタル人材

	記載内容抜粋
	（１）当社は、実務執行総括責任者である社長を中心とした「DXチーム」を立ち上げ、「デジタル化推進プロジェクト」として月１回進捗管理を行いながらDXを推進します。
（２）デジタル人材の育成は、“人材育成・グロースカレッジ委員会”で計画を立案し実践してまいります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表HP：https://aimcorp.co.jp/kaisyaannnai/
PDF：https://aimcorp.co.jp/site/wp-content/uploads/2023/12/DXdeclaration.pdf
記載箇所：５．デジタル環境整備

	記載内容抜粋
	当社は、DX推進のために、定期的に既存システムの見直・改善や新規システムの導入を行いながらデジタル技術の活用や環境整備に取り組みます。
DXを推進するために毎年売上の１％を投資します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社エイム　「DX戦略書」


	公表日
	　　　　2023年 12月　6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：自社ホームページに掲載
公表HP：https://aimcorp.co.jp/kaisyaannnai/
PDF：https://aimcorp.co.jp/site/wp-content/uploads/2023/12/DXdeclaration.pdf
記載箇所：６．目標値（KPI）

	記載内容抜粋
	DX推進の達成状況を測る指標として下記を定めます。実行計画を立案したうえで、取り組みを行い、各部署ごとに目標値の達成状況を月1度評価を行いながら目標達成できるようPDCAサイクルを回していきます。
戦略① 溶接工程のデジタル化の推進によるカプセル生産能力の向上
＜溶接工程のデジタル化による生産性向上＞のKPI；　2026年までに溶接工程の20％を自動化する
＜デジタルサービスに従事している従業員数＞のKPI；　2026年までにデジタル人材を5名育成する

戦略② 受発注管理の自動化の推進
＜自社開発の生産管理システム「SIMS」に、カプセル自動発注機能、在庫管理機能、品質管理機能を追加開発することで受発注管理の自動化を推進＞のKPI；　2026年までに業務プロセスのデジタル化を現状の15％から40％に向上させる

戦略③ 協力工場とのデジタルネットワークによる効率的な協働
＜「SIMS」や「ウェブサービス」の導入を協力会社に推進することによって電子調達を拡充＞のKPI；　2026年までにエイムEDIの普及率を現状５％から20％まで高める



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年 12月　6日


	発信方法
	HPにて公表している「DX戦略書」の「８．DXの進捗に関する社長メッセージ」にて、DX戦略の進捗等に関する情報発信を社長自らが行っている。
公表HP：https://aimcorp.co.jp/kaisyaannnai/
PDF：https://aimcorp.co.jp/site/wp-content/uploads/2023/12/DXdeclaration.pdf

	発信内容
	【公表内容】
株式会社エイムの小山慎吾です。

わたしたちの社名「エイム」は、「Act intelligently for more=より以上を求めて知的に行動しよう」から来ています。その精神にもとづき、この度、次の経営ビジョンを策定しました。

私たちは、デジタル技術の力を借りながら長年培った溶接技術を生かしお客様の要望に「より以上に」応え続けるとともに、世界中の人々の健康増進に役立つ「水素浴カプセル」を、協力会社とデジタルネットワークで効率的に協働しながら開発・製造し、国内外に広く展開していきます。これにより、令和恐慌に勝ち残り、ありがとうの溢れる会社になります。

世界中から水素浴カプセルへの強いニーズが寄せられているなかEUのCEマークを取得し、アメリカのFDA認証も申請しておりますが、実際に多くのニーズに的確に応えていくためには、①溶接工程のデジタル化を推進しカプセル生産能力を向上させること、②受発注管理の自動化を推進すること、③協力工場とのデジタルネットワークによる効率的な協働をしていくことが重要です。

これらのDX戦略を私が先頭に立って実現していきます。かねてよりエイムを応援してくださっている多くの皆様とともに「100年企業」を目指して変革し続けていきたいと思いますので、倍旧のご支援をお願いいたします。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　7月頃　～　　2023年　10月頃

	実施内容
	■経営者のリーダーシップの下で、デジタル技術の動向や自社のITシステムの現状を踏まえた課題の把握を、「DX推進指標自己診断フォーマット」を利用して行い、IPAの自己診断結果入力サイトを利用して提出しました。
提出した日：2023年12月25日
申請ID：202312AH00007083



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2023年　5月頃　～　　　現在


	実施内容
	■情報セキュリティ基本方針を公表し、セキュリティアクション制度に基づき二つ星宣言を行っている。
情報セキュリティ基本方針のURL：https://aimcorp.co.jp/site/wp-content/uploads/2023/11/security_policy.pdf

セキュリティアクション二つ星宣言ID:
40326249683



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

